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（訂正）平成 29年 10月期 決算短信（ＲＥＩＴ）の一部訂正について 
 

 

ケネディクス・オフィス投資法人は、平成 29 年 12 月 14 日公表の「平成 29 年 10 月期 決算短信

（REIT）」の内容の一部を下記のとおり訂正いたします。 

なお、本件訂正による平成 30 年 4 月期（第 26 期：平成 29 年 11 月 1 日～平成 30 年 4 月 30 日）の運用状

況の予想に与える影響はありません。 

 

記 

訂正箇所： 

12 ページ  2.運用方針及び運用状況  (4)運用状況の見通し「平成 30年 4月期（第 26期）の運用状況の予

想の前提条件」の下線部分 

 

【訂正前】 

営業費用 

（前略） 

公租公課（固定資産税及び都市計画税等）については、1,149 百万円を想定していま

す。なお、平成 29 年 1 月 1 日以降に取得した物件については、売買に当たり固定資

産税及び都市計画税等を前所有者と精算し、当該精算金相当額が取得原価に算入され

る等の理由により、第 26 期においては費用計上されません。また、当該固定資産税

及び都市計画税等が費用化された場合の影響額は 1 期当たり 38 百万円を想定してい

ます。 

（後略） 

 

【訂正後】 

営業費用 

（前略） 

公租公課（固定資産税及び都市計画税等）については、1,149 百万円を想定していま

す。なお、平成 29 年 1 月 1 日以降に取得及び取得予定の物件については、売買に当

たり固定資産税及び都市計画税等を前所有者と精算し、当該精算金相当額が取得原価

に算入される等の理由により、第 26 期においては一部（22 百万円）のみ費用計上し

ています。また、当該固定資産税及び都市計画税等が全て費用化された場合の費用計

上額は 1 期当たり 106 百万円を想定しています。 

（後略） 

 

以上 

 
 ＊本投資法人のウェブサイト： http://www.kdo-reit.com/ 

http://www.kdo-reit.com/

